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1　はじめに　

　2018年2月5日の午後、著者は福井駅に向か
う特急しらさぎに乗っていた。16時頃、ダイ
ヤ通りなら通過するはずの今庄駅でしらさぎは
停車した。駅のホームから積もった雪が列車の
窓の高さまで迫っていた。停車後しばらくする
と、敦賀駅に向かう普通列車が雪をかかえて動
けなくなったため、普通列車の乗客を救済する
というアナウンスがあり、その後、たくさんの
高校生が教科書や参考書の入った鞄を持って乗
り込んできた。17時前に福井駅に着き、改札
を出ると手書きの掲示板の前には大勢の人が
立っていた。掲示板は大阪方面と名古屋方面へ
の特急がその日の最終列車まで運転休止となる
ことを知らせていた。23時頃、自宅（福井市）
の外に出て吹雪いている雪を見た。市内で降る
普段の雪とは質感の異なる、さらさらとした砂
のような雪だった。
　5日の深夜から6日の朝にかけて福井県北部
と石川県西部に降った猛烈な雪は、数日間にわ
たり地域の交通網を寸断し、あらゆる交通機関
を機能不全にした。国道8号線では石川県加賀
市から福井県福井市までの区間で最大1,500台

もの車両が立ち往生となった 1）。福井県の西川
一誠知事は6日14時、陸上自衛隊に人命救助等
に関わる災害派遣を要請。自衛隊は地域の警察、
消防と連携しながら、ドライバーの救出や食料
等配布、給油支援、ならびに除雪支援などを行っ
た 2）。国道8号線に限らず、福井市内の主要な
道路では数日にわたり大渋滞が発生した。住宅
街の路地では降り積もった雪のために車を出す
ことができず、多くの人々は出社がままならな
い状況に置かれた。
　日刊工業新聞（2018）は、最深積雪をもたら
した2月7日時点での福井県と石川県の主要製
造企業の操業状況を次のように伝えている。福
井県ではフクビ化学工業（福井市）、松浦機械
製作所（福井市）、エイチアンドエフ（あわら
市）、村田製作所（越前市、福井市）、ソディッ
ク（坂井市）など主要な製造企業で休業ないし
操業停止となった。パナソニックはあわら市、
福井市、坂井市にある3工場を2月6日から2日
連続で操業停止にした。小野薬品工業（坂井市）
では社員の自宅待機措置がとられた。日華化学
（福井市、鯖江市）と前田工繊（坂井市、県内4工

場）では一部の業務や操業を行うものの、社員
の多くは出社できない状態で業務時間を短縮し
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たり、出荷業務を停止したりせざるを得なかっ
た。
　石川県では大同工業（加賀市）が7日、全社
休業の措置をとり、石川県内の3工場すべてで
生産を停止した。ソディック（加賀市）は6日
から営業を休止した。操業できた企業でも福井
県の状況と同様に、材料の受け入れが滞ったり
（高松機械工業、白山市）、出社できない社員が出
たりした（石川製作所、白山市）。スマートフォ
ン向けディスプレイなどを生産するジャパン
ディスプレイ（川北町、白山市）でも従業員が出
社困難となり、生産が計画比で7割程度となっ
た。
　本稿では、このような形で大雪が地域の経済
活動にもたらした影響の大きさを計測すること
を目的とする。この目的のために因果推論のア
プローチ 3）を使い、因果関係の定量的な評価を
行う。本稿で扱う最も重要な問題は「2018年2

月の大雪が地域の製造業の生産活動に与えた影
響はどの程度か」という問いであり、具体的に
は以下の2つである。

・大雪は2018年2月の福井県と石川県の鉱工
業生産指数 4）を何％変化させたか

・大雪により発生した鉱工業生産指数の変化分
を金銭評価 5）すると何円になるか

　この問題の重要性は2点ある。第1に、今回
の災害が社会に与えた影響を記録するという点
である。災害時の記録の重要性については改め
て述べるまでもない。記録に際しては本稿の冒
頭、第1段落に書いたような体験談だけではな
く、統計データを使って客観的に測定された証
拠（エビデンス）の形で記録することが大切で
あると考える。後者の形で災害の様子を記録す
ることにより、今回の災害の損失額を他の災害
の損失額と比較したり、「県民経済計算」の付
加価値額や県の財政規模などと比較したりでき

るようになる。その比較分析については他稿に
譲るが、本稿で推計された損失額は2018年2月
に福井県と石川県の製造企業が直面した苦境を
示す証拠となっている。
　第2に、政策的な議論のための基礎資料とな
る点である。福井県では大雪による災害で大き
な損失を被った。特に、除雪・排雪費用が150

億円（県内17市町で112億7千万円、県だけで41億

円）を超え、92億7千万円分を市町が補正予算
で組むなどの対応に追われた 6）。ここから言え
ることは災害の損失額の評価が地方自治体の政
策（対策費の算定や財源の確保）にとって不可欠
であるということである。災害に備えるという
意味では事前に損失額を査定できればよいが、
その推計にはさまざまな困難が伴う。本研究は
災害が起きてからの事後評価であるが、将来、
今回と同じような条件で同じ地域に大雪が発生
した場合に、考慮すべき経済的損失額の見積も
りを提供することになる。
　本稿のテーマに関連する先行研究として因
果推論の方法論に関する文献は数多く存在す
る。分析に利用した「介入グループでの平均介
入効果（TET）」や「差分の差（DID）」という
概念は因果推論のためのスタンダードな方法論
であり、心理学や経済学、疫学などの幅広い分
野で利用されている 7）。しかし、テーマを2018

年2月の大雪による社会経済的な影響に限定す
ると、分析は十分に蓄積されていないという印
象がある。例外として挙げられるのは、福井商
工会議所（2018）が2月15日から19日にかけて
行った会員企業に対するアンケート調査 8）で
ある。
　大雪の被害に関する情報としては、福井県の
ホームページ 9）に災害への対応の様子を記録
した数多くの文書がある他、地域のテレビ局や
新聞などで大雪に関して報道された内容など
がある。本稿執筆時点の5月から6月にかけて
は、多額の除雪費により福井県と福井市の財政
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が逼迫している問題に関連して報道が頻繁にな
された。とりわけ、福井市では除雪費が当初
予算の10倍となる50億円（2018年度決算見込み）

にのぼり、国の特別交付税や市の災害対策基
金、財政調整基金などで補てんしても、17年
度の収支が約3億円の赤字になる見通しとなっ
た。このため福井市は職員の給与を10％、9か
月間削減するという方針を出した 10）。職員労
働組合は反対したが、6月上旬に給与削減率平
均5.8％、7月から9カ月の削減という内容で市
と労組は合意した 11）。
　これまでのところ大雪の被害については、上
に述べたような除雪費やビニールハウスの修繕
費などのように実際にかかった被害額での議論
や報道が中心となっている。ここでは大雪に伴
い発生した費用や損壊した物的資本の価値がい
わば「目に見える」形で評価されている。言い
換えれば、これらの被害額は「観察されている」。
　しかし、失われた経済的価値はそれだけでは
ない。県内の生産や消費支出、企業の収益や費
用、それから市場で取引されない「雪かき」の
ような労働コストに至るまで、大雪によって失
われたと考えられる様々な価値が評価されない
ままになっている。こうした経済的価値の損失
は除雪費のように目に見える形で示すことが難
しい。なぜなら、損失額を測るベースとなる経
済的価値の大きさは大雪があってもなくても常
に変動しているからである。もし大雪による生
産への影響を計測したい場合、目に見えている
生産額だけでは、それが大雪の影響なのか、例
年通りの変動の範囲なのかを識別できない。そ
れゆえ、大雪による損失額の推計も不正確なも
のとなる 12）。そこで本稿ではルービンの因果
推論のアプローチを使い、観察されない数量を
推定することで損失額の測定を行う。直観的に
言えば、もし大雪がなかったとしたら得られた
はずの経済的な価値を推測し、その値を実際に
観察された価値の大きさと比較して、それらの

差を被害額として推定する。
　本稿で扱う問題に対して因果推論のアプロー
チが適切である理由は、分析対象において原因
となる変数と結果となる変数が明確に特定され
る点にある。大雪を降らせた気象条件は経済的
価値の変動とは独立に決まる。もし大雪と経済
的価値との間に何らかの関係があるとすれば、
大雪が経済に対して一方的に影響を与えている
と考えられる。言い換えると、大雪が降るとい
うイベントは経済変動に対して外生的である。
このような条件下では単純な計量経済学のモデ
ルから得られる推定値であっても、明確な因果
関係の含意を持つ 13）。
　本研究では大雪という自然による介入 14）を
因果関係の識別に利用している。この意味で本
研究は自然実験を使った観察研究である。分析
には鉱工業生産指数や「工業統計調査」の都道
府県別データを使用したが、著者はこれらの値
を通して経済を受動的に観察しているだけであ
り、介入を行ったわけではない。しかし、自然
が人間では及ばないような力で、経済活動の基
礎的条件といえる人や物の移動を数日間にわ
たって止めたという事実を踏まえれば、2018

年2月の都道府県別のデータには大雪の影響を
受けた後の経済活動の結果が記録されているは
ずである。そして、大雪の影響を受けたと考
えられる福井県と石川県の2県（介入グループ）
と大雪の影響を受けていない他の45都道府県
（対照グループ）との間に、両グループが持って
いる属性や時間的変動の違いを除去した上で、
それでもなお有意な差があるとすれば、その差
は大雪を原因として発生した差であると推測で
きるはずである。
　推計によって得られた数値は生産活動を表す
数量指数の成長率が大雪によって何％変わった
か、という意味を持つ。本研究ではこの数量指
数の変化分を金銭評価することを試みている。
月次で観察される都道府県別のデータで生産額
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を表す変数が利用可能でないため、生産額の変
動を求めるにはいくつかの仮定を置く必要があ
る。ここでは指数論における価値 15）と数量の
関係式を使い、数量指数である鉱工業生産指数
の変化分に対応する価値を推定する。推計のた
めに置いた仮定については妥当性を十分チェッ
クしたが、推計された月次の生産額の系列には
指数推計に伴うバイアス 16）が含まれていると
考えられる。そのため、本稿の結果で特に金銭
評価された推計値を利用する際は、この値が本
研究で置いたいくつかの仮定に基づくことと指
数算式上必然的に発生するバイアスが含まれる
ことに注意する必要がある。
　本稿の結果の概要は次のとおりである。大雪
は2018年2月の福井県と石川県の鉱工業生産
指数の成長率を有意に9.7％引き下げる効果を
もっていたと推定される。この因果効果として
得られた数量指数の変化分をいくつかの仮定に
基づいて金銭評価すると、2018年2月の1ヶ月
間に付加価値額ベースで福井県の製造業の生産
活動に対し79億円の損失、石川県では87億円
の損失が発生したと推定される。企業による中
間消費を含めた出荷額ベースでは福井県で215

億円の損失、石川県では262億円の損失が発生
したと推定される。
　論文の構成は次のとおりである。第2節では、
因果推論のための方法である差分の差（DID）

とその推定量δを定義し、大雪の因果効果とし
て得られる推定量δを金額評価するための方法
を説明する。第3節はデータ、第4節は結果、
第5節は含意、第6節では結論を述べる。

2　方法

2. 1　介入グループと対照グループ

　第1節で述べたように、本研究は自然実験を
利用した受動的な観察に基づく観察研究であ
る。自然実験のアプローチはWooldridge (2002)

が述べているように、「偶然により人 （々企業、

市町など）が介入グループに入ってしまう」17）

ことを利用して、因果推論を行うアプローチで
ある。ある個体が偶然に介入グループに入るよ
うなイベントとして、自然による介入や制度変
更などがあるが、どの場合であっても結果とな
る変数とは独立にグループの割り当てがなされ
るという点が重要である。
　自然実験の分析では、研究者が研究対象に介
入して原因となる変数を無作為に割り当てるわ
けではないので、自然実験の介入によってどの
個体が介入グループに入ったと言えるのか十分
議論する必要がある。結論から言えば、自然に
よる介入は福井県と石川県を介入グループに、
その他の45都道府県を対照グループに割り当
てたという前提で分析を進める。この前提は
2018年2月6日からの数日間に福井県や石川県
に居て大雪を目の当たりにした人々にとっては
自明のように思えるかもしれない。しかし、グ
ループ割り当ての前提をチェックすることは、
大雪の影響の範囲と規模を再検討することにつ
ながるので、ここで改めて大雪の様子を記述し
ておきたい。
　福井県と石川県を介入グループに含める理由
は2つある。第1に、2018年2月4日から8日に
かけての気象条件である。2月3日から8日に
かけて北陸地方の上空5,000m付近で氷点下30

度以下の寒気が流れ込み、強い冬型の気圧配置
となった 18）。5日深夜から6日午前中にかけて
降り積もった雪は、福井県と石川県で気象デー
タの極値更新をもたらす猛烈な雪であった。福
井県では6日の日降水量が61.5mmとなり、2

月としての極値更新となった 19）。武生では積
雪差日合計が47cmとなり、統計開始以来の極
値更新となった 20）。石川県では6日、加賀菅谷
と白山河内で積雪差日合計がそれぞれ79cm、
74cmとなり、統計開始以来の極値更新となっ
た 21）。7日は多くの観測地点で積雪量のピーク
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となり、この最深積雪の数値は全国のニュー
スで報じられた。福井県では福井で147cm（15

時）、武生で111cm（22時）、大野で169cm（17時）

となった 22）。石川県では加賀菅谷で197cm（6

時）、白山河内で194cm（22時）、金沢で87cm（22

時）となった 23）。以上は観測地点での記録だが、
福井県北部と石川県西部では広い範囲で100cm

以上の積雪となった 24）。
　第2に、交通への障害である。2月3日から
の強い寒気は日本海側の広い範囲に及んでいる
ので、気象条件だけで考えると、富山県や新潟
県、それから東北地方や北海道も大きな影響が
出た地域として介入グループに含まれうる。し
かし、交通機関や道路状況への甚大な障害が発
生したという点で、福井県と石川県は他の地
域と区別されうると考える 25）。第1節冒頭で述
べたように大雪の影響により2月6日から2月9

日にわたり、国道8号線と北陸道では車両の立
ち往生が発生し、甚大な被害をもたらした。こ
れを受けて防衛省は福井県知事の要請により人
命救助等に関わる自衛隊の災害派遣を行った
（2月6日から2月10日まで）。この間自衛隊によ
り救出された車両はおよそ1,190台、配布され
た食料等はおよそ6,750食にのぼる 26）。国土交
通省は災害対策基本法76条の6に基づく車両
等の移動措置を実施したが、その区間は福井県
北部と石川県西部にまたがるものであった 27）。
またこの実施区間とほぼ同じエリアに相当する
北陸道では代替路（無料）措置が取られた 28）。
　以上で述べたように、本研究では気象条件に
加え、大雪により発生した交通への甚大な障害
を理由に、自然による介入は福井県と石川県を
介入グループ、それ以外の45都道府県を対照
グループに割り当てたと仮定して分析を進め
る。

2. 2　因果効果と差分の差

　本節 29）では自然実験の分析手法である差分

の差（DID）とその推定量δを定義する。差分
の差（DID）は結果を表す変数の期待値につい
て、介入前後の差分とグループ間の差分を求め、
さらに2つの差分の差をとることによって求め
られる。本研究において介入前後の差は2018

年1月と2018年2月の時点間での比較を行うこ
とによって得られ、グループ間の差分は介入グ
ループ（福井県と石川県）と対照グループ（他の
都道府県）の比較によって得られる。

2. 2. 1　観察された結果と観察されない結果

　添え字 tを時間を表すインデックス（t＝2018

年1月，2018年2月）、添え字 iを都道府県を表す
インデックス（i＝1, 2, …, 47）とする。差分の
差を定義する際、介入の前後に対応して値が変
わるダミー変数と介入の有無に対応して値が変
わるダミー変数を定義する必要がある。本研究
では前者を「2月ダミー Febt」とし、以下のよ
うに定義する。

Febt= *
1（2018年2月の場合）
0（2018年1月の場合）

　そして後者を「大雪ダミー Snowi」とし、以
下のように定義する。

Snowi= *
1（福井県または石川県の場合）
0（他の都道府県の場合）

　次に、因果関係の結果のほうを表す変数を
「結果変数Yt

i」と定義する。本研究では大雪
との因果関係を調べたいと思っている生産指
数（成長率）が結果変数となる。結果変数Yt

iは
2018年1月の結果と2月の結果を取りうるの
で、2月ダミー Febtを使って以下のように定義
できる。

　　Yt
i= *

Yi
Feb（Febt=1のとき）

Yi
Jan （Febt=0のとき）

　　　=Yi
Jan+(Yi

Feb-Yi
Jan)・Febt （1）

　さらに、2月の結果変数Yi
Febは、Febt=1の

下で、介入の有無によって2通りの結果を取り



6 福井県立大学経済経営研究　第39号　2018年10月

うるので、大雪ダミー Snowiを使って以下の
ように書ける。

　　Yi
Feb= *

Y1i
Feb（Snowi=1のとき）

Y0i
Feb（Snowi=0のとき）

　　　　=Y0i
Feb+(Y1i

Feb-Y0i
Feb)・Snowi （2）

　（1）式のYi
Febに（2）式を代入すると、結果変

数Yt
iの取りうるすべての結果は次のような1

本の式で表すことができる。

　　Yt
i=Yi

Jan+(Y0i
Feb-Yi

Jan)・Febt

　　　+(Y1i
Feb-Y0i

Feb)・Snowi・Febt

 

（3）

　（3）式に従うと、2月ダミーと大雪ダミーの
実現値に応じて結果変数Yt

iは3通りの結果を
取りうる。それは以下に示すように、介入前
の1月の結果Yi

Jan、介入後の2月に介入グルー
プで取る結果Y1i

Febと対照グループで取る結果
Y0i

Febの3通りである。

　　Yt
i= *

Yi
Jan（Febt=0のとき）

Y1i
Feb（Febt=1, Snowi=1のとき）

Y0i
Feb（Febt=1, Snowi=0のとき）

 （4）

　因果推論では観察された結果と観察されない
潜在的な結果を比較することで因果効果を測
定する。表1に2つの結果を表現する方法をま
とめている。観察されるか否かを区別するた
めにこれ以上新しい変数を定義する必要はな
く、ここまでで定義した変数を使って両者を
区別することができる。例えば、表1の2列目

にある2月の結果変数Y0i
Febは対照グループに

おける観察された結果変数であるが、表の3列
目に移ると、介入グループの観察されない結
果変数となっている。つまり、Y0i

FebはFebt=1

かつSnowi=0を満たす都道府県 iの下では観
察されるが、Febt=1かつSnowi=1となる都
道府県 iでは観察されない。例えば、もし2018

年2月に福井県と石川県で大雪が降らなかっ
たとした場合に得られる結果は、Febt=1かつ
Snowi=1の下での潜在的な結果Y0i

Febという形
で表現される。
　表2に本稿のデータによる例を示す。「観察さ
れた結果変数」を表す2列は2018年1月と2月
の鉱工業生産指数の成長率 30）である。その隣の
「観察されない潜在的結果」を示す2列は、2月
の観察された結果変数の値を介入の有無により
介入グループと対照グループとで割り振って得
られる。列中で「̶」となっている欄はその都
道府県について変数の値が観察できず、データ
が欠損となることを示している。欠損のパター
ンをみると、同じ都道府県について大雪による
介入がある場合の結果とない場合の結果を両方
同時に観測できないことがわかる 31）。例えば、
大雪の影響が顕著であった福井県と石川県では
大雪がなかったとした場合の結果Y0i

Febが観察
できず、残りの都道府県では逆に大雪があった
とした場合の結果Y1i

Febを観察することができな
い。このように介入グループでの欠損と対照グ
ループでの欠損は対称的な関係にあるが、次節

表1　観察された結果変数と潜在的な結果変数

ダミー変数の実現値 観察された結果 観察されない潜在的結果

Febt=0 Yt
i=Yi

Jan ̶

Febt=1, Snowi=1 Yt
i=Y1i

Feb Y0i
Feb

Febt=1, Snowi=0 Yt
i=Y0i

Feb Y1i
Feb

星野・田中（2016）を参考に作成。
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で述べる因果効果はこのうち介入グループに着
目し、もし介入がなかったとした場合に得られ
る仮想的な結果（右端の列の2つの欠損データ）を
推測する。

2. 2. 2　差分の差（DID）

　本節では因果効果と差分の差（DID）の関係
を述べる。本研究で測定する対象となる因果効
果は「介入グループ（福井県と石川県）での平均
介入効果（TET）」32）で、以下のように定義さ
れる。

　　TET=E(Y1i
Feb-Y0i

FebySnowi=1) （5）

　この式の右辺において条件付き期待値の条件
部分がSnowi=1となっていることに注目する
と、これは介入グループ（福井県と石川県）で
観察された変数Y1i

Febと観察されない潜在的な
変数Y0i

Febの差（の期待値）を取ることを意味す
る。表1に示したようにY0i

FebはSnowi=1の下
で観察できないので、この値を推定するには何
らかの仮定が必要となる。
　TETを測定するための手段となる差分の差
（DID）は次のように定義される。

　DID="E(Yt
iyFebt=1, Snowi=1)

　　　　  　-E(Yt
iyFebt=0, Snowi=1),

　　　　　-"E(Yt
iyFebt=1, Snowi=0)

　　　　　  -E(Yt
iyFebt=0, Snowi=0), （6）

　右辺の第1項と第2項は条件部分がSnowi 

=1となっているので、それぞれ介入グループ
の2月と1月の結果変数の期待値を表す。第3

項と第4項は条件部分がSnowi=0となってい
るので、それぞれ対照グループの2月と1月の
結果変数の期待値である。（4）式を使って結果
変数を書き換えると、（6）式は以下のようにな
る。

　DID=E(Y1i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　-E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=0) （7）

　右辺第1項は介入グループについて2月の観
察された結果と1月の結果の差について期待値
を取ったものであり、第2項は同じことを対
照グループについて求めたものである。DID

を構成する2つの条件付き期待値はともに観
察されたデータを使って測定できる。さらに、
DIDは以下に示す「平行トレンドの仮定」33）

表2　観察されない潜在的結果とデータの欠損の関係

Yi
JanとYi

Febはそれぞれ 2018年 1月と 2018 年 2 月における鉱工業生産指数の成長率（前月比、季節調整済）。観察さ
れない潜在的結果の 2 つの列で「̶」となっている箇所はデータが欠損していることを表す。都道府県の左側の列に
あるインデックス iの値は県局番号である。出典：「地域別鉱工業指数」ほか。

観察された結果変数 観察されない潜在的結果

i 都道府県 Yi
Jan Yi

Feb Y1i
Feb Y0i

Feb

…

15 新潟県 －0.0534 0.0031 ̶ 0.0031

16 富山県 －0.0430 0.0094 ̶ 0.0094

17 石川県 －0.0405 －0.0347 －0.0347 ̶
18 福井県 0.0142 －0.0715 －0.0715 ̶
19 山梨県 －0.0553 0.0087 ̶ 0.0087

20 長野県 －0.0325 0.0208 ̶ 0.0208

…
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の下で求めたい因果効果TETと等しくなる。
　　　

E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=1)
　　　　

=E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=0) （8）

　（8）式の左辺は、福井県と石川県でもし大雪
が降らなかった場合に得られたはずの2月と1

月の結果変数の差（の期待値）であり、データ
から測定できない。右辺は他の都道府県で観察
された2月と1月の結果変数の差（の期待値）で
あり、これはデータから測定できる。（8）式は
もし大雪がなかった場合に福井県と石川県で得
られたはず生産量の1月から2月にかけての推
移（左辺）は、平均的に見て他の都道府県で同
じ期間に観察された生産量の推移（右辺）に等
しくなるという仮定である。この仮定の下では、
測定できない左辺の値に測定できる右辺の値を
代入できることを意味する。
　平行トレンドの仮定の下でDID=TETとな
ることは次のように証明できる 34）。（7）式の右
辺からE(Y0i

Feb-Yi
JanySnowi=1)を引き、同時

に加えると、

　　DID=E(Y1i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　 　-E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　 　+E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　 　-E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=0) （9）

　（8）式の下では（9）式の右辺の第3項と第4項
が相殺される。したがって

　　DID=E(Y1i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　　　-E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=1)

　　　 　=E(Y1i
Feb-Y0i

FebySnowi=1)

　　　 　=TET  （10）

　このように差分の差（DID）は平行トレンド
の仮定の下で、大雪の介入を受けた福井県と石
川県での平均介入効果（TET）と一致すること
が示せた。

2. 2. 3　差分の差推定量δ

　前節の議論で示したDIDは理論値である。本
節ではこの理論的な対象をデータを使って測定
するための推計モデルを議論する。DIDを推計
するためのモデルは次のように示せる。

Yt
i=a+bFebt+cSnowi+d(Febt・Snowi)+e

t
i 

 （11）

　ここでDIDに対応する回帰モデルのパラ
メータ（母数）は右辺第4項にある係数dであ
り、これが差分の差推定量と呼ばれる。この推
定量dは回帰モデル（OLS）の標準的な仮定の
下で、DIDという理論的概念に一致する。その
仮定は差分の差推定量dを使って因果関係の推
論を行うための誤差項et

iに関する条件であり、
以下のように示せる 35）。

　　　E[et
i yFebt, Snowi]=0  （12）

　（12）式が満たされるとき、（11）式の結果変
数Yt

iの条件付き期待値はFebtとSnowiの実現
値の4通りの組み合わせに対して以下のように
表せる。

　E[Yt
iyFebt=1, Snowi=1]=a+b+c+d

　E[Yt
iyFebt=0, Snowi=1]=a+c

　E[Yt
iyFebt=1, Snowi=0]=a+b

　E[Yt
iyFebt=0, Snowi=0]=a

以上の4つの条件付き期待値を（6）式に代入す
ると、次のようになる。

　　DID="(a+b+c+d)-(a+c),

　　　　　 -"(a+b)-a,

　　 　　=(b+d)-b

　　 　　=d  （13）

　さらに平行トレンドの仮定の下で（10）式が
成立する場合、次のように書ける。

　　　TET=DID=d  （14）
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　以上の議論をまとめると、平行トレンドの仮
定（8）式と誤差項の仮定（12）式が成り立つと
き、介入グループ（福井県と石川県）での平均介
入効果（TET）は差分の差推定量dを使って正
しく測定できることが示せた。

2. 2. 4　共変量

　（8）式または（12）式が成立しない場合、推定
量dはTETに対してバイアスを持つ。その理由
として、結果となる変数（従属変数）にも原因
となる変数（独立変数）にも共通して影響を与
えるような変数の存在がある。このような変数
を共変量といい、本稿ではXt

iと表す。共変量
の存在がなぜ因果推論において問題になるかと
いうと、調べたい原因のほかに何か理由があっ
て個体が介入か対照のグループに入っている、
もしくは入る確率が高くなっていることを意味
するからである。この下で2つのグループの特
性値を比較しても調べたい原因の正味の因果効
果は測れず、共変量の影響により因果効果の推
定量dはバイアスを持つ。そこで、もしデータ
のなかで共変量として調整ができそうな変数が
あれば、推定量dで正しく因果効果を計測でき
るように出来る限り調整することが望まれる。
この調整を行う場合、推計モデルは（11）式に
共変量Xt

iを加えた以下の式で表される。

　　Y Feb Snow Feb Snow Xi
t t

i
t

i i
t

i
t$a b c d g e= + + + + +^ h

Y Feb Snow Feb Snow Xi
t t

i
t

i i
t

i
t$a b c d g e= + + + + +^ h  （15）

　このとき誤差項の仮定は以下のように変わ
る。

　　E[et
iyFebt, Snowi, X

t
i]=0  （16）

　この誤差項の仮定は（12）式で誤差項の期待
値が0にならない場合、すなわち、結果変数Yt

i

から2月ダミー Febtと大雪ダミー Snowiで説
明できる変動分を除去しても除去しきれていな
い変動分ある場合、共変量Xt

iで調整を行うこ

とで誤差項の期待値を0にできるという意味で
ある。一方の平行トレンドの仮定は以下のよう
に変わる。

　　E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=1, Xt
i)

　　　=E(Y0i
Feb-Yi

JanySnowi=0, Xt
i) （17）

　これは介入グループでもし介入がないとした
場合の仮想的な結果の推移（左辺）が、両辺で
同じ共変量Xt

iを使って条件付けることによっ
て、対照グループでの観察された結果の推移
（右辺）に等しくなるという意味である。本研
究で共変量調整に使用した変数ついては3. 3節
で述べる。

2. 3　金銭評価

　本研究では鉱工業生産指数の成長率を結果変
数として使う。このため、結論は「大雪は介入
グループの生産指数の成長率に対して何％の変
化をもたらした」という内容になる。生産指数
の成長率は意味のある測定対象であり、毎月公
表される「鉱工業指数」の結果でも季節調整済
みの前月比成長率という形で報告されている。
しかし、因果効果として得られた生産指数の変
化分が何％であるということがわかったとして
も、この数値がどの程度のインパクトを持つの
か、直観的に分かりにくい 36）。もし「県民経
済計算」や「工業統計調査」などにある付加価
値額や出荷額が結果変数であれば、貨幣価値を
単位として測られた因果効果が出てくるが、都
道府県レベルの生産額を月次で観測している
変数は利用可能ではない 37）。そこで本稿では、
いくつかの仮定を置いて因果効果として得られ
た生産指数の変化を金額に換算する。

2. 3. 1　測定したい対象と観察している対象

　本節では名目の貨幣価値を単位として測定
したい対象と結果変数として観察している対
象との関係を明らかにする。測定したい対象
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は製造業全体の生産額で、中間消費を除いた付
加価値額ないし中間消費を含んだ出荷額であ
る。いまpt=[pt

1,…, pt
n]を t時点の価格ベクトル、

qt=[qt
1,…, qt

n]を数量ベクトルとする。測定し
たい対象である時点 tの生産額は以下のように
表される。

　　
, , ,V p q t 0 1 2t j

t
j
t

j

n

1

g= =
=

^ h/  
（18）

　これは価格と数量を掛けて求められる価値を
すべての財 j（j=1,…, n）に関して集計したも
のである。本稿ではこれを「集計された価値
（value aggregate）」38）と呼ぶ。国内総生産（GDP）

や県内総生産といった生産額や家計消費など
は集計された価値であり、非常に単純化すれ
ば（18）式の形で表現することができる。一方、
観察している対象は鉱工業生産指数（水準）で
あり、以下のように表される。

　　
, , ,Q p p q q

p q

p q
L

t t

j jj

n

j j
t

j

n

0 0

0 0

1

0

1
=

=

=^ h /
/  

（19）

　右辺においてp0
jが分母と分子に出てくるこ

とに注目されたい。鉱工業生産指数はラスパ
イレス型の数量指数であり、基準時の生産量q0

から比較時の生産量qtへの変化が基準時の価格
p0を固定したうえで評価される。
　集計された価値Vtとラスパイレス型の数
量指数QL(・)は「フィッシャーの弱い意味で
の要素逆転テスト（Fisher’s weak factor reversal 

test）」39）によって関連付けることができる。こ
れは集計された価値の2時点間の変化が物価指
数と数量指数の変動に分解されるという関係式
であり、以下のように示される。

　 , , , , , ,
V
V

P p p q q Q p p q qt t t t t

0

0 0 0 0$= ^ ^h h  （20）

　集計された価値として例えば国内総生産
（GDP）を考えると、この関係式はマクロ経済

学で習う名目GDPと実質GDPの関係式に他な
らない 40）。数量指数が（19）式のようにラスパ
イレス型で特定されているとき、（20）式を満
たすような物価指数を求めると、以下のような
パーシェ型の物価指数となる。

　　
, , ,P p p q q

p q

p q
P

t t

j j
t

j

n

j
t
j
t

j

n

0 0

0

1

1
=

=

=^ h /
/

 （21）

　パーシェ型の物価指数は上の式にあるよう
に、基準時の価格p0から比較時の価格ptへの変
化が比較時の数量qtで評価される。
　測定したい対象Vtを求めるには、（20）式の
両辺にV0を掛けて得られる以下の式を評価す
ればよい。

, , , , , ,V V P p p q q Q p p q qt P
t t

L
t t

0
0 0 0 0$ $= ^ ^h h

 （22）

　すなわち、基準時の集計された価値V0と
パーシェ型の物価指数PP(・)、それからラスパ
イレス型の数量指数QL(・)を特定すれば、比較
時の集計された価値Vtを求めることができる。

2. 3. 2　物価指数に関する仮定

　ここで（22）式の推計に使うデータについて
あらかじめ述べておきたい。数量指数QL(・)

は2010年基準の鉱工業生産指数を使う。次に、
基準時点の製造業部門の生産額V0は、「工業
統計調査（産業編）」の2010年における都道府
県別の付加価値額または出荷額（従業員4人以上

の事業所）を使う。「工業統計調査」のこれらの
変数は鉱工業生産指数のウェイトを求めるため
の原データとなっており、両者の概念は整合的
である。物価指数PPは日本銀行が編纂してい
る「連鎖方式による国内企業物価指数」を使
う 41）。2015年基準企業物価指数の国内需要財
ウェイトをみると、鉱工業生産指数がカバーし
ている工業製品と鉱産物で約9割を占める 42）。
また、企業物価指数のウェイトは鉱工業生産
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指数のウェイト算出に使われる「工業統計調
査（品目編）」を主な原データとして使ってい
る 43）。物価指数と数量指数の推計に使うこれ
ら2つのデータも概念的に整合していると言え
るだろう。
　以上に述べたデータと（22）式によって大雪
の因果効果を金銭評価する際、考慮すべき点
が3つ出てくる。第1に、大雪により福井県と
石川県で製造業部門の取引価格に大きな変化が
あったかどうかという問題である。もし大雪
を原因として顕著な価格変化があったとする
と、大雪がなかった場合の仮想的な生産額と実
際に観察された生産額は異なる価格のもとで評
価しなければならなくなる。しかし、物価の硬
直性、とりわけ製造業部門の取引価格に関する
硬直性を考えると、このような可能性は低かっ
たのではないかと考える。企業の価格設定行動
に関するアンケート調査をまとめた日本銀行調
査統計局（2000）によれば、製造業部門におい
て回答企業の半数以上が価格改定の頻度を年に
1、2回と答えている 44）。仮に大雪が企業の利
潤最大化条件に合わない状況を作り出したとし
ても、それに対して2月中に価格による調整で
対応することは難しかったはずである。
　第2に、物価指数として使う「企業物価指数」
は全国平均の推計である一方、数量指数は都道
府県別の推計という問題がある。福井県と石川
県の製造企業が直面している取引価格の変動が
全国平均と異なる場合には、その変動を考慮で
きない。しかし、工業製品の特性から全国平均
で捉えることはある程度正当化されるのではな
いかと考える。工業製品は農産物とは違い、気
温や降水量、日照時間などの地域差のある自然
条件に依存しない。それから、製品価格のベー
スとなる費用は、原油などのエネルギー価格や
原材料価格に大きく依存している。また、原材
料を海外から輸入する場合、原材料の国際価格
や為替レートに影響を受けるが、これらは国内

での都道府県別の価格差とは関係がない。この
ような理由で福井県と石川県の製造企業が直面
する取引価格の変動を全国平均の物価指数で捉
えられるものと仮定する。
　第3に、（22）式に従えば物価指数はパーシェ
型でなければならないが、製造業部門の取引価
格についてパーシェ型で求められた物価指数が
存在しないという問題がある。この問題につい
ては、パーシェ型の物価指数を連鎖方式の物価
指数で近似することにより対応する。この対応
がある程度正当化できる理由は、連鎖指数を使
うことによってラスパイレス指数とパーシェ指
数の乖離を埋めることができるからである 45）。
しかしながら、連鎖方式の企業物価指数がパー
シェ指数に一致するわけではなく、連鎖指数と
比べるとパーシェ指数は指数算式上の下方バイ
アスをもつ。逆に言えば、本来パーシェ指数で
なければならないところを連鎖指数で推計する
と物価指数を高めに評価することになる。
　以上3つの議論を踏まえて、物価指数に関す
る以下の仮定を置く。

　　　PCF
Feb=PT1

Feb=PFeb （23）

　PCF
FebとPT1

Febはそれぞれ2018年2月における
福井・石川の両県での大雪がなかった場合の仮
想的な物価指数と大雪があった場合の物価指数
である。第1の理由からこれら2つの指数は等
しいと仮定され、第2の理由から2018年2月の
全国平均の指数PFebに等しく、さらに第3の理
由からPFebをパーシェ指数の近似として連鎖
方式の企業物価指数で求められると仮定する。

2. 3. 3　大雪の因果効果と集計された価値

　第2. 2. 3節で定義した差分の差推定量dは、
鉱工業生産指数の成長率をベースに計算され
る。生産指数の水準を使って推定量dを表すと
以下のようになる。
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Q

Q Q

Q

Q Q
Jan

T
Feb Jan

Jan
CF
Feb Jan

1d=
-

-
-

 （24）

　ここで、QJanは福井県または石川県におい
て観察された2018年1月の生産指数であり、
QT1

Febは同県において実際に観測された2月の
生産指数、QCF

Febは2月に大雪がなかったとした
場合に得られたはずの仮想的な生産指数であ
る 46）。（24）式を整理すると以下のようになる。

　　　Q Q QT
Feb

CF
Feb Jan

1 $d- =  （25）

　大雪の因果効果dを金銭評価した値は、2月
の介入グループでの実際の生産額VT1

Febと同グ
ループで大雪による介入がなかったとした場合
の仮想的な生産額VCF

Febの差であるから、以下
のように示せる。

V V V P Q V P Q

V P Q Q

V P Q
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T
Feb

CF
Feb

CF
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T
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T
Feb

CF
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Feb
T
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1 0 1 1 0

0 1

0
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$ $

$ $ $d

- = -

= -

=

^ h …（23）式より
…（25）式より
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T
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CF
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T
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T
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CF
Feb
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Feb
T
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CF
Feb

Feb Jan

1 0 1 1 0

0 1

0

$ $ $ $

$ $

$ $ $d

- = -

= -

=

^ h

 （26）

　上の式が示すように、金銭評価した大雪の因
果効果VT1

Feb-VCF
Febは、基準となる2010年の生

産額V0、2018年2月の物価指数の水準PFeb、1

月の数量指数の水準QJan、それから大雪の因果
効果dによって計算することができる。この金
銭評価で注意すべき点は、（26）式が物価指数の
水準PFebと数量指数の水準QJanに依存してい
ることである。本来ならパーシェ指数でなけれ
ばならないPFebを連鎖指数で推計しているた
め、物価を高めに評価する可能性がある。また、
ラスパイレス型の数量指数QJanにはラスパイレ
ス・バイアスと呼ばれる上方バイアス 47）があ
るため、生産数量を高めに評価する可能性があ
る。それゆえ（26）式を使って金銭評価した大
雪の因果効果は、生産額への真のダメージに対
して高めの評価となる可能性がある。4. 4 節で
はこの問題についてデータによる検証を行う。

3　データ

3. 1　結果変数

　本稿の目的は大雪により発生した生産活動へ
の影響を分析することにある。この目的のため
に、結果変数Yt

iをどのように特定すればよい
だろうか。生産活動への影響を測る際、生産
額のデータが結果変数の候補として考えられ
る。都道府県レベルで生産額を計測している統
計データは「県民経済計算」であるから、この
データの利用を考えるのは自然である。しかし、
「県民経済計算」は速報性がなく、執筆時点に
おいて得られるデータが2014年までとなって
いる。さらに、観測頻度が年次であり、四半期
や月次の生産額の推計値は「県民経済計算」に
は存在しない。
　都道府県レベルの生産活動を月次で観察でき
る統計データとして「鉱工業指数」がある。こ
の指数は製造業の生産動向を生産、出荷、在庫
の観点から毎月測るもので、現時点の景気とそ
の先行きを分析するために適している。系列は
全国平均の指数とともに都道府県ごとに計測さ
れた指数も利用可能であり、後者は経済産業
省の「地域別鉱工業指数」から入手可能であ
る 48）。「鉱工業指数」では月次の原系列と季節
調整済み系列が利用可能である。「鉱工業指数」
の変動に含まれる季節性を除去するために、原
系列の前年同月比あるいは季節調整済み系列の
前月比による比較が通常なされる。本稿の分析
でも原系列にある季節性を取り除く必要ある
が、原系列の前年同月比では2017年2月から
2018年1月までの大雪以外の因果効果を含めて
しまうと考えられる。それゆえ季節調整済み系
列の前月比成長率を結果変数に使う。
　この結果変数の選択には季節性の除去以外に
も理由がある。それは差分の差推定量の構造に
関わる理由である。都道府県別の鉱工業指数で
は「それぞれの地域の生産活動を代表する品目



13松岡：平成30年2月の大雪が地域の鉱工業生産に与えた影響

が選ばれて」49）おり、指数に含まれる品目のバ
スケットが都道府県ごとに異なる。このような
状況で比較できるのは都道府県内の生産活動の
時間的な推移だけであり、都道府県間で指数の
水準を比較することは妥当ではない。例えば、
ある時点の生産指数が地域Aで120、地域Bで
100であったとしても、指数の採用品目が共通
していなければ地域Aは地域Bより1.2倍生産
が活発であったとはいえない。基準時において
経済活動の地域差について評価していないの
で、都道府県別の指数の水準でクロスセクショ
ンの比較をすることはできないのである。一方、
本稿で計測対象とする差分の差推定量は、結果
変数の期待値を介入前後で時系列的に比較する
だけでなく、介入グループと対照グループ間で
クロスセクションの比較も行う。生産指数の水
準を使うとクロスセクション方向の差は無意味
な値となってしまう。それゆえ、指数の水準で
はなく成長率を使って議論を進める 50）。

3. 2　平行トレンドの仮定の妥当性

　伊藤（2017）は差分の差による分析を行う前
にチェックすべきことを2つ挙げている 51）。1

つ目は介入時に介入グループに影響を与えた他
の出来事はあるかという点である。これは福井
県と石川県のみに2018年2月において顕著な
影響をもたらした大雪以外の経済の出来事はあ
るかという問題であるが、大雪を除いて2018

年2月に福井・石川の両県に限って他に大きな
出来事があったとは考えられない 52）。この問
題はそれほど懸念しなくてもよいだろう。
　2つ目は平行トレンドの仮定が成立するかど
うかという点である。第2. 2. 2節で述べたよう
に、この仮定はDIDを使って大雪の因果効果
TETを正しく測るための前提条件である。伊
藤（2017）が述べているように、この仮定が成
り立つことを立証することはできないので、以
下に仮定が成立すると考えられるいくつかの根

拠を示す。
　第1に、都道府県の鉱工業生産指数に共通し
て影響するマクロ経済的な要因の存在である。
例えば、「鉱工業指数」の生産指数と在庫指数
は経済の需要の動向に応じて互いに関連し合い
ながら変動している。これは在庫循環図が示
している通りである。大雪による介入の直前、
2017年11月から2018年1月にかけての日本の
製造業の様子を述べると、この時期は輸送用機
械工業とはん用・生産用・業務用機械工業の大
きな変動に左右された時期である 53）。2017年
11月の段階で翌月12月には「増産計画」、2ヶ
月後2018年1月には「大きく減産の見込み」
が予想されていた 54）。2018年1月に計画通りの
減産 55）があった後、2月にこれも計画通りの持
ち直し 56）があった。このような生産量が回復
する時期に、福井県と石川県は大雪による介入
を受けた。
　第2に、データが示す根拠である。経済産業
省「地域別鉱工業指数」のサイト 57）では、経
済産業局別と都道府県別の生産指数（2010 年を

100とする水準）の時系列グラフが掲載されてい
る。これらのグラフを見ると、経済産業局別の
系列ではトレンドがかなり共通していると判断
できるが、都道府県別に見ていくと共通してい
る時期もあればそうでない時期もあり、なか
なか判断が難しい。ただし、2017年11月から
2018年2月までの期間にかけては、一部例外と
なる地域もあるが、増加（11月から12月）、減
少（12月から1月）、増加（1月から2月）という
強いトレンドが存在することがグラフからも判
断できる。介入グループ（福井県と石川県）で生
産指数の成長率について加重平均を求めると、
その値は全国平均の推移の仕方と整合的とな
る 58）。

3. 3　共変量

　第2. 2. 4節で述べたように共変量による調整
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は、差分の差推定量dで大雪の因果効果TETを
正しく推計するために必要である。星野（2014）

は共変量となる変数の選択に関する指針をまと
めている。それによると、「処置前変数であり、
かつ従属変数に先行する変数」であれば「共変
量として利用してよい」とある。「処置前変数」
とは「従属変数と独立変数どちらに対しても関
連のある」変数で、「独立変数に時間的に先行
する変数」である 59）。本研究においては2018

年2月以前に観測され、かつ都道府県別の鉱工
業生産指数の成長率Yt

iと大雪による介入を表
す変数Snowiのどちらにも影響を与えるよう
な変数である。もしあるとすれば、経済の生産
活動に影響し、かつ大雪による介入を事前にあ
る程度予想できるような変数だが、このような
変数を見つけることはできないだろう。第1節
で述べたように大雪による介入は生産活動とは
独立であるから、Snowiに影響を与える変数は
通常使う経済統計のデータには存在しないと考
えられる 60）。
　ただ、介入グループ（福井県と石川県）と対照
グループ（他の都道府県）との差で、グループ
間の差を取っても除去できないような都道府県
や地域に固有の要因があるかもしれない。例え
ば、福井・石川両県の製造業と関連の深い地域
に固有の産業構造があり、それが他の地域と異
なっている場合、その影響を通じて結果変数に
影響を及ぼしているかもしれない。本研究では
このような要因をコントロールするために、結
果変数である都道府県別の鉱工業生産指数に関
連し、かつ2018年2月よりも前に値が決まった
変数を使って調整を行った。調整に使った変数
は（1）経済産業局別在庫率指数の成長率（前月
比、季節調整済、1 期前）61）と（2）都道府県別生
産指数の成長率（1期前）である。（1）の産業局
別在庫率指数は景気動向指数の先行指標であ
り、また鉱工業製品の需給状況を表すと考えら
れる 62）。（2）の都道府県別生産指数は1期のラ

グ付き従属変数による調整となる。これは生産
計画などによってすでに決まっている生産動向
の影響を取り除くと考えられる。

3. 4　ウェイト

　差分の差（DID）は結果変数の条件付き期待
値からなる。データからDIDを推測する際、標
本平均を使って対応する条件付き期待値を推測
したり、回帰モデルを使って差分の差推定量
dを推計したりする。この際、平均を表す統計
量として算術平均と加重平均のどちらを使うか
が問題になる。本稿のデータは1時点で1つの
都道府県につき1つの観測値を得ている 63）。も
し算術平均を使う場合、都道府県別の生産指数
の成長率はグループ内で均等の重み（ウェイト）
をつけて集計される。つまり、生産量の多い地
域も少ない地域も介入グループないし対照グ
ループの中で同等に扱われることになる。しか
し、現実には製造業の盛んな地域や工業地帯を
かかえる都道府県があり、それらの地域での生
産動向がグループ内の生産動向に大きく影響し
ているはずである。また、生産量の多い地域に
は事業所の数も多く、「工業統計調査」や「鉱
工業指数」の母集団を考えた場合、都道府県別
の生産指数を均等のウェイトで集計することに
は問題がありそうである。
　図1は都道府県別の付加価値ベースの生産
額 64）にどの程度の格差があるかを示した図
（ローレンツ曲線）である。縦軸は都道府県別の
付加価値額が全体に占める割合を求め、その割
合を小さいものから大きいものへと順に並べて
積み上げていった数量（累積相対度数）を表す。
横軸は各都道府県の累積相対度数であり、これ
は1都道府県当たり約2.13％の割合（100を都道

府県数の47で割る）で均等に積み上がる。半円
形のグラフが座標軸に交わる点を読んでいくと
都道府県ごとの付加価値額でみた不均等の度合
いが理解できる。例えば、グラフは縦軸のおよ
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そ50％、横軸のおよそ80％の座標を通過して
いるが、これは上位20％の都道府県、数にす
ると約10都道府県で日本全体の製造業におけ
る付加価値のおよそ50％を生み出しているこ
とを意味する 65）。もし都道府県別にみた付加
価値のシェアが等しければ、グラフは図中の

45度線に一致するが、そのようなことにはなっ
ていない。ローレンツ曲線が示す通り、都道府
県ごとに生産額の規模は大きく異なるため、グ
ループ内平均を求める際、算術平均ではなく加
重平均を使ったほうがグループ全体の特徴をよ
りよく捉えられると考えられる。それゆえ、本
稿では都道府県別の観測値に対して付加価値額
で加重をつけて統計量を求める。

4　結　果

4. 1　標本平均による差分の差の推計

　差分の差推定量dは（13）式のパラメータ（条
件付き期待値）に対応する標本平均をグループ
別、時点別に求め、それらの差分の差を取るこ
とで推計できる 66）。表3に標本平均による差分
の差推定量dを推計結果を示している。加重平
均で－12.9％となり、算術平均で－9.6％となっ
た。2つの平均値の間には3.3％ポイントの差が
ある。加重平均のほうが因果効果を絶対値で大
きく推計することになるのは、付加価値額の大
きい都道府県で2018年1月から2月にかけての
生産量が伸びており、他の都道府県の平均の差

図1　 製造業部門の生産額に関する都道府県間
の格差

縦軸は都道府県別の付加価値額（2010年、4人以上の事
業所）の累積相対度数、横軸は都道府県の累積相対度数。
出典：「工業統計調査（産業編）」

表3　標本平均による差分の差推定量δの推計

加重平均 算術平均 対応する母数
福井県・石川県
　（1） 2018年2月 －0.051 （0.026） －0.053 （0.026） a+b+c+d

　（2） 2018年1月 －0.017 （0.038） －0.013 （0.039） a+c

　（3） 平均の差分=（1）–（2） －0.034 （0.046） －0.040 （0.047） b+d

他の都道府県
　（4） 2018年2月 0.034 （0.047） 0.014 （0.048） a+b

　（5） 2018年1月 －0.060 （0.044） －0.042 （0.045） a

　（6） 平均の差分=（4）–（5） 0.095 （0.064） 0.056 （0.066） b

大雪の因果効果
　（7） 差分の差=（3）–（6） －0.129 （0.079） －0.096 （0.081） d

福井県・石川県は大雪の影響を受けた介入グループ、他の都道府県は福井県・石川県以外の 45都道府県で対照グルー
プを表す。加重平均の列は都道府県別鉱工業生産指数の成長率（前月比、季節調整済）を「工業統計調査（産業編）」
の都道府県別付加価値額（2010年）で加重して平均をとった値を表す。括弧内は標準偏差を表す。
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分を変えているからである（表の項目（6）を参
照）。
　図2は加重平均値で推計した差分の差－12.9％
の図解である。点T0と点T1を結ぶ線は介入グ
ループ（福井県と石川県）における2018年1月
から2月にかけての観察された生産指数の成長
率の推移を表す。点C0と点C1を結ぶ線は同
期間における対照グループ（他の都道府県）で
の成長率の推移を表す。点CFは介入グループ
において2018年2月にもし大雪が降らなかっ
たとしたら得られたはずの生産指数の成長率
を表す 67）。線分T0T1は1月から2月にかけて
介入グループの生産指数の成長率が－0.017か
ら－0.051に0.034 だけ減少したことを表してい
る。線分C0C1は同じ時期に対照グループの生
産指数の成長率が－0.060から0.034に0.095だ
け増加したことを表している。3. 2節で述べた
ように、後者の増加には2月の輸送用機械工業
における生産計画に基づいた生産増が大きく寄
与している。仮想的な生産指数の成長率を表
す点CFは、介入グループで1月に実現した成
長率を表す点T0を基点として、対照グループ

で実現した生産指数の推移をそのまま介入グ
ループでの推移に当てはめて求められる。つ
まり、点T0を通るように線分C0C1を平行移
動させたときに、2018年2月において得られる
生産指数の成長率が点CFである。これが平行
トレンドの仮定の図解である。差分の差（DID）

の推定値は点CFと点T1の間の長さに対応す
る。この長さが表3に示した差分の差の推定値
－0.129（の絶対値）に一致する。

4. 2　回帰モデルによる差分の差の推計

　表4に回帰モデルによる差分の差推定量の推
計結果を示す。回帰モデルの推計はすべて最
小2乗法（OLS）を用いて行っているが、各都
道府県の標本に付加価値額で加重を付けるか付
けないかで、モデル（1）-（3）とモデル（4）-（6）

の結果が変わる 68）。差分の差推定量の推定値 d̂
は「2月ダミーと大雪ダミーの交差項」の係数
の推定値であり、表中の1行目に掲載している。
これら回帰係数の標準誤差から判断すると、大
雪の因果効果（TET）に対応するこの交差項の
推定値 d̂はみな有意に0から離れており、統計

図2　差分の差推定量の図解

グラフの各点に対応する数値は都道府県別付加価値額（2010年）をウェイトにした加重平
均値の下で計算。Anglist and Pischke (2009) を参考に作成。
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的に大雪の因果効果がなかったということはで
きない。
　モデルの特定化に応じて交差項の推定値は少
しずつ異なっている。まず（11）式の回帰モデ
ルで共変量による調整を行わない場合（モデル
（1）と（4））であるが、モーメント法による点推
定の結果と等しくなる。表4のモデル（1）と（4）

の結果をみると、それぞれ表3の加重平均値（－
0.129）と算術平均値（－0.096）に等しくなって
いることがわかる。次に、（15）式の回帰モデル
で共変量による調整を行った結果であるが、経
済産業局別の在庫率（前月比成長率、1期前）を
共変量にしても、交差項の推定値はほとんど変
わらない。局別在庫率の係数は有意にはならず、
この変数はモデルの中で利いていないことがわ

かる（モデル（2）と（5））。一方、都道府県別の
生産指数（前月比成長率、1期前）で調整を行う
と、係数の推定量はモデル（3）で－0.097、モデ
ル（6）で－0.078 となり、共変量調整なしのモ
デル（1）と（4）と比較すると、それぞれパーセ
ンテージにして3ポイント程度と2ポイント程
度推定値が変わる。1期前の都道府県別生産指
数の係数は有意であり、大雪ダミーの標準誤差
も小さくなっている（モデル（3）と（6））。
　同じ結果変数を説明する異なる6つのモデル
のうち、どのモデルを選択すべきであろうか。
まず、付加価値額で観測値を加重したモデル
（1）-（3）と加重なしのモデル（4）-（6）の選択で
あるが、第3. 4節で述べたように都道府県間に
著しい生産額の違いがあるので、それを考慮し

表4　回帰モデルによる差分の差推定量δの推計

被説明変数：鉱工業生産指数（都道府県別、前月比、季節調整済）
OLS（付加価値額で加重） OLS（加重なし）

（1） （2） （3） （4） （5） （6）
2月ダミーと大雪 －0.129*** －0.127*** －0.097*** －0.096*** －0.097*** －0.078***
ダミーの交差項 （0.027） （0.028） （0.017） （0.026） （0.026） （0.017）

［－4.74］ ［－4.57］ ［－5.70］ ［－3.71］ ［－3.68］ ［－4.71]
経済産業局別 ̶ 0.120 ̶ ̶ 0.139 ̶
在庫率指数 （0.121） （0.110）

［0.99］ ［1.26]
都道府県別 ̶ ̶ －0.605*** ̶ ̶ －0.583***
生産指数 （0.179） （0.135）

［－3.38］ ［－4.32]
2月ダミー 0.095*** 0.097*** 0.044*** 0.056*** 0.062*** 0.023*

（0.014） （0.014） （0.014） （0.010） （0.011） （0.012）
［6.91］ ［6.87］ ［3.12］ ［5.62］ ［5.53］ ［1.97]

大雪ダミー 0.044* 0.043* 0.038** 0.029 0.028 0.027*
（0.022） （0.023） （0.015） （0.021） （0.021） （0.014）
［1.96］ ［1.89］ ［2.60］ ［1.37］ ［1.36］ ［1.89]

定数項 －0.060*** －0.063*** －0.047*** －0.042*** －0.046*** －0.034***
（0.011） （0.011） （0.007） （0.007） （0.007） （0.006）
［－5.48］ ［－5.67］ ［－6.32］ ［－6.20］ ［－6.31］ ［－5.26]

観測数 94 92 94 94 92 94
F値 20.05 14.53 27.51 12.86 9.50 35.47
決定係数 0.524 0.529 0.658 0.275 0.289 0.468

（　）内の数値は誤差項の等分散性の仮定の誤りに対して頑健（ロバスト）な標準誤差、［　］内は t値。***は有意水
準 1％で有意、**は 5％、*は 10％で有意であることを表す。
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たモデル（1）-（3）を選ぶ。モデル（1）と（2）に
ついては、経済産業局別の在庫率（前月比成長
率、1 期前）が有意でないのでモデル（1）を選ぶ。
モデル（1）と（3）については、都道府県別の生
産指数（前月比成長率、1期前）で共変量調整を
行うと、モデル（3）で交差項の係数の推定値が
0.032高くなり、－0.097となっている。このパー
センテージにして3ポイントの差はモデルの過
小定式化により発生する推定量のバイアス 69）

によるものと考えられるので、より一般的なモ
デル（3）を選ぶ。このようにして選ばれたモデ
ル（3）では、大雪の因果効果以外の効果を取り
除く際に、2月ダミーという定数だけではなく、
先行して決まった都道府県別の生産指数という
経済学的な背景をもった変数による調整を行っ
ている。標準誤差をモデル（1）とモデル（3）と
で比較すると、モデル（3）では交差項と大雪ダ
ミーの係数の推計がより正確にできており、こ
の点からもモデル（3）の結果が妥当であること
がわかる。
　モデル（3）の結果によると、大雪により福井
県と石川県の2月の生産指数の前月比成長率が
有意に9.7％減少したと推定される。もし大雪
が降らなかった場合の生産量を計画通りの生産
量と捉えるならば、福井・石川の両県における
2月の実際の生産量は計画比で9割程度になっ
たことを意味する。

4. 3　大雪の因果効果の金銭評価

　鉱工業生産指数の成長率に対する大雪の因果
効果－9.7％は、2018年2月の名目価格 70）によっ
て金銭評価すると何円になるだろうか。本節で
は2. 3節の議論に従い、大雪が原因で2018年の
2月に発生した福井県と石川県の製造業部門に
おける生産額の変化を推計する。
　大雪の因果効果を金銭評価するための手段は
（26）式に示した通りである。この式に出てくる
基準となる生産額V0は「工業統計調査（産業

編）」（従業員4人以上の事業所、2010年）における
福井県と石川県の生産額から得られる。2010年
の1年間における生産額は、付加価値額ベース
で福井県が6,656億円と石川県が7,840億円、中
間消費を含めた出荷額ベースでは福井県は1兆
8,070億円、石川県は2兆3,742億円となってい
る。鉱工業生産指数と連鎖方式の物価指数は月
次であるから基準となる生産額V0も1ヶ月単
位の額にする必要がある。そこで、この2010年
1年間の生産額を12で割って1ヶ月の平均生産
額を求め、この額を基準時点における月次の生
産額のベースV0とする。この計算結果は表5の
「1ヶ月平均生産額V0」の列に示している。計
測したい左辺の生産額の変化VT1

Feb-VCF Febは、
この基準となる生産額V0をラスパイレス型数
量指数と連鎖方式の物価指数で毎月動かしてい
き、2月の段階で差分の差の推定値 d̂=-0.097

を使って観察された生産額の推計値VT1
Febとも

し大雪が降らなかったら達成したはずの生産額
の推定値VCF Febを求めることによって得られる。
金銭評価された大雪の因果効果は表5の「大雪
の因果効果VT1

Feb-VCF Feb」の列に示した通りで
あるが、以下に計算例を示す。福井県における
付加価値額ベースでみた大雪による損失額を求
めたい場合、次の計算を行う。

VT1
Feb-VCF Feb=554.7・1.030・1.426・（-0.097）3 3 3

V0 PFeb QJan d̂

　　　　 　=-79.0

　ただし、PFebは2018年2月の企業物価指数、
QJanは2018年1月の鉱工業生産指数である。2

月の生産額VT1
Febと仮想的な生産額VCF Febを個別

に求める場合は、まず推定された生産額VT1
Feb

を以下のように求める 71）。

　
VT1

Feb=554.7・1.030・1.426・（1-0.0715）3 3

V0 PFeb QT1
Feb

　　 　= 756.5
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　ここでQT1
Febは2月の観察された生産指数の

水準であり、福井県における1月の生産指数
1.426と2月の成長率－0.0715を使って計算で
きる。仮想的な生産額VCF Febは上の2つの結果
から直ちに求められる。2つの生産額VCF Febと
VT1

Febの推計値が意味することは、もし計画通
り生産ができれば、他の都道府県の状況から考
えて福井県の製造業部門では2月に835億円の
生産額が見込めたが、実際には大雪のために
756憶円となったということである。この生産
額の減少幅が金銭評価された大雪の因果効果で
あり、79億円の損失として推定される。

4. 4　金銭評価の妥当性

　金銭評価した大雪の因果効果VT1
Feb-VCF Febに

は、2018年2月の物価指数の水準PFebと1月の
数量指数の水準QJanが含まれる。PFebはパー
シェ指数でなければならないところを連鎖指数
で評価しており、QJanはラスパイレス型の数量
指数であるから算式上、上方バイアスをもつ。
それゆえ、金銭評価した大雪の因果効果は2重
の要因で高めの評価となる可能性がある。この
金銭評価の方法が妥当かどうかチェックするた
めに、金銭評価した毎月の鉱工業生産指数と

「工業統計調査」72）から得られる年間の生産額
を比較したものが図3である。パネルの上段が
付加価値額ベース、下段が出荷額ベースでの評
価となっている。黒色の線は「工業統計調査」
の付加価値額ないし出荷額から求めた1ヶ月平
均の値、灰色の線は（22）式に基づいて推計し
た付加価値額ないし出荷額の月次の系列を表
す。
　鉱工業生産指数を金銭評価する際、2010年
の月平均の生産額V0 を「工業統計調査」から
求めているので、2010年1月から12月までの
期間は時系列の平均をとると両者は一致する。
2011年1月以降は灰色の線と黒色の線の間に何
の制約も置いておらず、灰色の線の変動は連鎖
方式の企業物価指数とラスパイレス型の生産指
数によるものである。この推移を黒色の線で表
された「工業統計調査」の生産額の推移と比較
することによって、2つの指数を使った推計が
妥当かどうか判断する。
　付加価値ベース（上段）で見ると、福井県で
2013年から2014年にかけて乖離が確認される
が、石川県では灰色の線が黒色の線を縫うよう
にして推移している。「工業統計調査」のデー
タは執筆時点で利用可能なものが2016年まで

1ヶ月平均
生産額 物価指数 数量指数 推定された

生産額
潜在的な
生産額

大雪の
因果効果

V0 PFeb QJan VT1
Feb VCF Feb VT1

Feb-VCF Feb

付加価値額
　福井県 554.7 1.030 1.426 756.3 835.4 –79.0

　石川県 653.3 1.030 1.327 861.9 948.5 –86.6

出荷額
　福井県 1,506 1.030 1.426 2,053 2,268 –214.5

　石川県 1,979 1.030 1.327 2,610 2,873 –262.3

V0は基準年である 2010年 1年間における生産額の 1ヶ月平均値。PFebは 2018年 2月の企業物価指数、QJanは 2018
年 1月の鉱工業生産指数。VT1

Febは 2018年 2月の生産額の推定値、VCF Febは大雪が降らなかったら 2018年 2月に達成
したはずの生産額の推定値である。VCF Febは差分の差の推定値 d̂ =-0.097の下で計算。V0、VT1

Feb、VCF Feb、ならびに
VT1

Feb-VCF Febの単位は億円。

表5　金額に換算された大雪の因果効果
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となっているので、2017年1月以降は両者の動
きを比較することができない。出荷額ベース
（下段）で見ると、福井・石川の両県において
基準時2010年からの数年の間は両者の乖離は
小さいが、基準時から3年経過したあたり（2013

年以降）から両者の乖離が大きくなり、解消さ
れないまま推移している。図3から鉱工業生産
指数を金銭評価した系列は、「工業統計調査」
の生産額と比較して高めに評価される傾向を
持っており、特に出荷額ベースでの乖離が大き
いことが分かる。
　この原因を考えると、「工業統計調査」も鉱
工業生産指数の基データである「生産動態統計
調査」もともに全数調査であるから、調査のし
くみ上、どちらがより正確であるとは言えない
だろう。ただ、「工業統計調査」が一次統計で
あるのに対し、「鉱工業指数」は加工統計であ

り、その加工に利用される指数算式によって生
じるバイアスの有無が違いとして出てくる。灰
色の線が黒色の線を上回っているのは、おそら
く鉱工業生産指数、すなわちラスパイレス型の
数量指数に内在する上方バイアスによるものと
考えられる。
　では以上の議論を踏まえて金銭評価された因
果効果VT1

Feb-VCF Febはどのように解釈すればよ
いだろうか。もし指数算式上のバイアスの大き
さを測ることができれば、バイアスを補正して
損失額を推計することも考えられるが、2017

年と2018年の「工業統計調査」のデータが利
用可能でないためバイアスの評価ができない。
この限定された条件の下で前節の結果を解釈す
る場合、第2. 3節で置いた仮定に基づいて推計
した損失額には数量指数と物価指数のバイアス
が含まれうることに注意が必要である。どちら
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図3　付加価値額と出荷額の推計の妥当性

パネル（a）と（b）はそれぞれ福井県、石川県の製造業部門の付加価値額、パネル（c）と（d）はそれぞ
れ福井県、石川県の同部門における出荷額を表す。単位は億円。
出典：「工業統計調査（産業編）」、「経済センサス－活動調査　産業別集計（製造業）「産業編」」。
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の指数に起因するバイアスであっても、推計さ
れた損失額は真の損失額よりも高めの評価とな
る可能性がある。それゆえ損失額の推計値は、
現時点で入手可能なデータから求めることがで
きた大雪による損失額の上限と解釈すればよい
だろう。

5　含　意

　本稿の結果から導かれることは、大雪による
生産活動へのダメージをできる限り小さくする
ことの重要性である。行政当局は災害への備え
として事前にできることがあれば政策的な手段
を可能な限りとるべきであるし、企業も災害が
来るかもしれないという前提で生産計画を周到
に練るべきである。この災害の経験を生かして
次の災害時には経済的損失額が最小限になるよ
うにできるかぎりの思案を重ねなければならな
い。
　しかしながら、本稿の結果からは災害時にど
う対応すればよいのか、あるいは今回の大雪に
対してどう対応すればよかったのか、といった
問題については答えられない。本稿での独立変
数は2018年2月の大雪による介入の有無であ
り、生産に影響すると考えられる政策実行の有
無ではないからである。ただ、本稿のモデルの
特徴から、あえて災害時の対応に関する示唆を
引き出すと次のようになる。
　本稿で推計した「差分の差（DID）」は、介入
の有無により介入グループと対照グループの結
果変数間に発生した差を評価するものである。
平行トレンドの仮定の下で、DIDは大雪の因果
効果である「介入グループでの平均介入効果
（TET）」に一致する。もし大雪の因果効果が検
出されるとすれば、それはDIDが0から有意に
離れていることを意味する。本研究では介入グ
ループを福井県と石川県とし、対照グループを
その他の45都道府県として分析したので、DID

が有意であるということは、福井・石川の両県
とその他の都道府県との間に生産量の月次の成
長率に関する格差があることを意味する。そし
てその格差は介入の有無、すなわち大雪による
顕著な影響の有無を原因としている。
　災害時の生産へのダメージを小さくするとい
うことは、負の因果効果として出てしまった差
分の差をなるべく早く0に収束させることに対
応する。モデルの中でこれを実現する方法は2

つある。第1に、結果変数に介入することであ
る。これは直接的に生産数量、すなわち経済活
動の「結果」をコントロールすることであり、
具体的には行政当局が民間企業の事業計画や生
産計画に積極的に関与していくことに対応する
だろう。これはまさに「介入的」な産業政策で
ある。しかし、このような直接介入的な産業政
策は過去のものであり、今日の行政当局と企業
の関係や国際的環境からすれば取り得ない手段
である 73）。つまり、第1の手段はモデルの中で
は可能だが、現実的には実行可能でない手段と
なる。
　第2に、中間変数 74）に介入することである。
これは大雪による介入の後に生産量に影響しそ
うな変数をコントロールするということであ
る。これは大雪によって生じた、生産活動の前
提条件に関する都道府県間の格差を収束させる
ことを意味する。本稿の第1節で「自然が人間
では及ばないような力で、経済活動の基礎的条
件といえる人や物の移動を数日間にわたって止
めた」と書いた。もしこの見立てが正しければ、
政策的に行うべきことは「人や物の移動」に関
して発生した都道府県間の格差をなるべく早く
収束させ、ビジネスの前提条件を他の都道府県
と均等する水準になるべく早く近づけるという
ことになるだろう。このようにして大雪がもた
らした都道府県間の「機会の不平等」をなるべ
く早く収束させることが求められる 75）。この
第2の手段がモデルの特性からも、現実的にも
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推奨される手段となろう。
　大雪から5 カ月後の現時点（2018年7月）に
おいて、福井市では除雪の際に折れ曲がった
ガードレールやアスファルトについた傷などを
除けば、2月の大雪の痕跡はほとんど見当たら
なくなっている。福井県と石川県の製造業の
生産活動は大雪から1カ月後の3月には持ち直
し 76）ており、大雪の影響は一時的であったよ
うに思える。2018年1年間の生産活動の結果は
どうなるだろうか。この問題については生産が
現在進行中であり、データが手に入らないので
答えられない。もしデータを使って答えようと
すれば「工業統計調査」や「県民経済計算」を
使う必要があるが、2018年の確報が公表され
るのはそれぞれ2年先、4年先である 77）。それ
より早く知ろうと思えば、生産額ではないが、
鉱工業生産指数の年次データ、あるいは法人税
収入などを見ても大雪の影響がどの程度であっ
たかをある程度推測できるはずである。データ
が利用可能になり次第、年次データで本稿と同
様の分析を行うことにより、大雪が地域経済に
もたらした影響の全体像がよりよく見えてくる
ようになるだろう 78）。
　本稿のメッセージは、「見えない」現象を妥
当な推測の手続きを踏んで「見える」ようにす
ることの大切さである。現象が「見えない」か
らといってそれが必ずしも「ない」とは限らな
い。本稿は反実仮想を使って失われた生産額を
「見える」ようにする試みであった。このよう
にして見えてきた経済の像をより良い政策立案
や企業での災害への対策につなげていってもら
えれば幸いである。

6　結　論

　2018年2月、福井県北部と石川県西部では大
雪により数日間にわたり交通網が寸断され、交
通機関が機能不全に陥ることで地域の経済活動

が停滞した。本稿では因果推論のアプローチを
応用し、この大雪の生産活動への影響を介入
グループでの平均介入効果によって評価した。
2018年1月と2月の都道府県別の鉱工業生産指
数（季節調整済）の成長率を結果変数とし、自
然による介入は福井県と石川県を介入グループ
に、その他の都道府県を対照グループに割り当
てたと仮定した上で、差分の差推定量を推計し
た。推計の結果、大雪は2018年2月の福井県
と石川県の生産指数の成長率を有意に9.7％引
き下げる効果をもっていたと推定される。この
大雪の因果効果をいくつかの仮定の下で金銭評
価すると、2018年2月に福井県の製造業の生産
活動に対し付加価値額ベースで79億円の損失、
石川県では87億円の損失が発生したと推定さ
れる。企業による中間消費を含めた出荷額ベー
スでは福井県で215億円の損失、石川県では
262億円の損失が発生したと推定される。
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に影響を及ぼしたマクロショックであり、今回
の大雪のようにある地方だけが影響を受けたよ
うなショックとは異なる。仮に減少幅が同じで
あったとしても、その背後にある原因や当時の
経済状況が異なれば、それへの対応策も変わる。

単純な比較では対応策を見誤ることにつながる
だろう。

37）梅田・宇都宮（2013）を参照。
38） Value aggregateは「価額の集計値」と訳される
が、本稿で「集計された価値」と言い換えている。

39） Diewert (1978)、885 ページを参照。文献によっ
てはproduct testともいわれる。例えば、ILO et 
al. (2004)、264ページを参照。

40） （22）式を書き下すと次のようになる。
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左辺は t時点での価格で測られた t時点の価値の
集計量、右辺の第1項はパーシェ物価指数、第2
項は0時点での価格で測られた t時点の価値の集
計量である。集計された価値としてGDPを考え
ると、左辺は名目GDP、右辺の第1項はパーシェ
物価指数、第2項は実質GDPとなる。GDPの推
計では名目GDPと実質GDPが推計され、上の
式を満たすようにしてGDPデフレーターが決ま
る。この意味でGDPデフレーターはインプリシッ
ト・デフレーターと呼ばれる。本稿の金銭評価
では基準時2010年の生産額V0と鉱工業生産指数
QL(・)から製造業部門の実質の県内総生産を求め
ている。さらにいくつかの仮定に基づいて物価
指数PP(・)を特定する。これらの数量が決まると、
2018年1月と2月の名目の県内総生産Vtが（22）
式により直ちに求められる。

41） 「連鎖方式による国内企業物価指数2010年基準」
と「同2015年基準」を利用する。これらの時
系列データは日本銀行の「時系列統計データ検
索サイト」からダウンロードできる。本稿では
2010年基準の系列は2015年1月以降、2015年基
準に接続した。リンク係数は102.475となった。

42） 工業製品が84.1パーセント、鉱産物が6.5パーセ
ントである。日本銀行調査統計局（2017b）を参
照。

43）日本銀行調査統計局（2017a）を参照。
44） 調査は2000年において東証一部に上場していた

1,206社へのアンケート調査で、630社が回答し
た（回収率52.2％）。

45） 連鎖方式の企業物価指数は正確には「連鎖基準
ラスパイレス指数算式」による指数である。こ
の指数は基準時を1年ごとに更新するが、基準
年内の指数（連環指数）はラスパイレス型で求
めるというものである。日本銀行調査統計局
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（2017a）、101ページを参照。Diewert (1978) によ
ると、連環指数をラスパイレス型やパーシェ型、
あるいはフィッシャー算式で求めたとしても、
それらの連鎖指数の推計値は無視できるほどの
違いしかもたらさない。フィッシャー算式はラ
スパイレス指数とパーシェ指数の幾何平均であ
り、その指数による推定値は両指数の中間に値
をとる。連鎖方式の企業物価指数がフィッシャー
算式を連環指数にもつ連鎖指数に対して推計上
の差をもたらさないということは、企業物価指
数の推計値もまたラスパイレス指数とパーシェ
指数の中間にあることを意味する。それゆえ、
連鎖方式による企業物価指数とパーシェ指数と
の乖離はラスパイレス指数とパーシェ指数の乖
離よりも小さくなると言える。本稿ではこのよ
うな形の近似を行う。ILO et al. (2004)、266ペー
ジと281ページを参照。

46） 図2において
Q

Q Q
Jan

T
Feb Jan
1 - が点T1に、

Q

Q Q
Jan

CF
Feb Jan-

が点CFに対応する。ただし、図2の各点は介入
グループないし対照グループの生産指数の成長
率に関する加重平均値であるのに対し、（24）式
の右辺は福井県と石川県の都道府県別に求めた
数値であることに注意が必要である。これは大
雪の因果効果dが介入・対照の両グループ間の平
均の差として求められるのに対し、dを金銭評価
する際は福井県と石川県の都道府県別に評価す
るという分析の目的上生じる違いである。

47） ILO et al. (2004)、経済産業省大臣官房調査統計グ
ループ経済解析室（2014）を参照。

48） 経済産業省「地域別鉱工業指数（http://www.meti.
go.jp/statistics/tyo/iip/chiiki/index.html）」には都道
府県別あるいは経済産業局別に鉱工業指数のデー
タがまとめられたファイルが存在する。ただし、
そのファイルにはリストされていない都道府県が
あったり、リストされていてもデータの更新が止
まっていたりする場合がある。経済産業省のファ
イルでデータが欠損している場合は都道府県の統
計サイトに直接アクセスし、直近の鉱工業指数の
集計結果を収めたファイル（執筆時点では平成30
年3月分）をダウンロードした。

49） 経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解析
室（2014）、61ページを参照。

50） 鉱工業生産指数の成長率により都道府県間の比
較を行うことは、国際金融の分野で購買力平価
（PPP）を検証する際、「相対的PPP」を分析対象
とすることと同様に捉えることができる。PPP
の検証では為替レートの変動を考慮に入れた場
合、複数の国の間で物価水準が均衡するか否か
を調べる。国が異なると物価指数に含まれる財
のバスケットが異なるので、物価指数の水準そ
のものを比較することは妥当ではない。そこで
国ごとに指数の上昇率を計測し、それらによっ

て調整された実質の為替レートが均衡の水準で
推移するかどうかを検証する。Froot and Rogoff 
(1995)、1650ページを参照。本研究では大雪を通
じて都道府県間の生産量にどの程度の不均衡が
生じたかを問題としている。この目的のために
鉱工業生産指数という数量指数を使って都道府
県間の比較を行うが、指数の水準そのものの比
較には意味がないので指数の成長率を使う。

51）伊藤（2017）、187ページを参照。
52） 福井県と石川県にまたがる大型プロジェクトと
して北陸新幹線の延伸工事があるが、それは
2018年2月に限ったことではない。

53） 経済産業省「平成29年11月の鉱工業（生産・出
荷・在庫）指数の動向（確報）」など（2017年
11月から2018年2月までの各確報）に書かれた
「概況」を参照。

54）経済産業省（2017）を参照。
55） 2018年1月の生産指数の成長率（全国平均）は
－6.6％となった。全業種でマイナスとなったが、
最も寄与が大きかったのは輸送用機械工業（前
月比－14.1％）で、次にはん用・生産用・業務用
機械工業（前月比－7.8％）である。経済産業省
（2018a）を参照。

56） 2月の生産指数の成長率（全国平均）は4.1％と
なった。輸送用機械工業（前月比10.3％）の寄与
が最も高く、次いではん用・生産用・業務用機
械工業（前期比3.6％）が大きく寄与した。経済
産業省（2018b）を参照。

57） http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/iip/chiiki/index.
html

58） 2017年12月は前月比で1.4％の増加、2018年1月
は前月比で－1.7％の減少となる。

59）星野（2014）、118ページを参照。
60） この場合、共変量は「独立変数と独立であり、
かつ従属変数に先行する変数となる」。星野
（2014）、図4.1の（c）ならびに120ページを参照。

61） 経済産業局別データを使うのは、多くの都道府
県で在庫率指数が計測されていないからである。
在庫率指数については沖縄県のデータが欠損と
なるので、同変数を共変量として含める場合は
沖縄県のサンプルをデータから外している。こ
の場合、観測値の個数は92となる。なお福井県
と石川県はそれぞれ近畿経済産業局、中部経済
産業局に属している。

62） 経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解析
室（2014）、22ページを参照。

63） 時点は2時点であるので観測値の個数は94（47都
道府県で2時点分）となる。

64） 2010年の「工業統計調査（産業編）」、都道府県
別付加価値額（従業者4人以上の事業所）を参
照。「鉱工業指数」の基準年に合わせて「工業統
計調査」も平成22年（2010年）のものを使う。
「工業統計調査」は「鉱工業指数」のウェイト算
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出に使われる原データであり、業種の範囲と分
類が「鉱工業指数」と整合的である。経済産業
省大臣官房調査統計グループ経済解析室（2014）
を参照。

65） 付加価値額が最も大きい都道府県は愛知県で（9
兆9千億円、10.9％）そのあと降順で静岡県（5
兆4千億円、6.0％）、大阪府（5兆4千億円、
5.9％）、神奈川県（5兆1千億円、5.7％）、兵庫
県（4兆6千億円、5.1％）と続く。これら5府県
で全国の付加価値額の33.6％を占める。

66） これはモーメント法と呼ばれる推定方法である。
東京大学教養学部統計学教室（2018）、216ペー
ジを参照。条件付き期待値からなるDIDは、各々
の条件付き期待値に対応する統計量（sample 
analogue）、すなわち各グループ、各時点での
母平均に対応する標本平均により推計できる。
Anglist and Pischke (2009)、229ページを参照。

67） 各点の記法の意味は次の通り。介入グループと
対照グループを表すTとCはそれぞれ treatment 
groupとcontrol groupの頭文字、仮想的な生産指数
の成長率を示すCFはcounterfactual の略である。

68） モデル（1）-（3）では都道府県別の観測値を都道
府県の生産規模（2010年の鉱工業部門の付加価
値額）で加重をつけて最小2乗法（OLS）による
推計を行っている。これは残差2乗和を誤差項の
分散の大きさで加重をつけて計算する、いわゆ
る加重最小2乗法（WLS）とは異なる。

69）山本（2003）、113ページと116ページを参照。
70） 計測した額は2018年2月の名目価格による評価
額である。もし他の時点でこの名目額の大きさ
を評価しようとする場合は、その時点までの価
格変動を除いた実質値にして評価する必要があ
る。

71） 本文の計算結果は四捨五入された表の数値に基
づく。端数処理が異なるので表の結果と若干ず
れが生じる。

72） 2011年と2015年のデータは「経済センサス－活
動調査　産業別集計（製造業）「産業編」」に基づ
く。

73）伊藤他（1996）、26 ページを参照。
74） 介入の有無を表す独立変数と結果を表す従属変
数の間にあって、独立変数の影響を受けながら、
かつ従属変数に影響を与えるような変数のこと
を指す。星野（2014）、7ページを参照。

75） 福井県は2月、政府に対して「除排雪経費等に
関する財政支援」、「雪に強い国道8号の整備促
進」、「鉄道事業者の雪害対策の強化」、「被災農
業者や中小企業に対する支援」などを要請した。
これらの政策は生産活動の前提条件を都道府県
間で均等化させ、災害時に必然的に発生する「機
会の不平等」を早期に収束させるために不可欠
なことであり、今後も積極的に進めていくこと
が望まれる。福井県（2018d）を参照。

76） 2018年3月の福井県と石川県の鉱工業生産指数
の成長率はそれぞれ5.7％（福井県、2018c）、6.2％
（石川県、2018）となった。日銀金沢支店は3月
から4月にかけての北陸地方の製造業の生産を
「高水準で横ばい圏内の動き」、業種別では「電
子部品・デバイス、化学、はん用・生産用・業
務用機械は高水準で横ばい圏内の動き」、「金属
製品、繊維は横ばい圏内の動き」と判断してい
る（福井県、2018a、16ページ）。

77） 「県民経済計算」については県内総生産や県民所
得といった主要計数の公表を早期化する動きが
あるので、公表までの期間が短縮される可能性
がある。内閣府経済社会総合研究所国民経済計
算部（2018）を参照。

78） 本稿で用いたデータとプログラム（Stata）は要
望に応じて頒布可能である。
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